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１．はじめに
　日本文芸社（2010）には、1125種類の資格が掲載されている。一方で、今野・下田（1995：2）は「労
働者の能力や職業的キャリアの開発、所得と地位の向上に及ぼす資格の影響は小さい」と述べてい
る。つまり、資格は苦労してとっても報われないと指摘している。しかし、世の中では資格ブーム
という現象が度々発生するなど、資格取得を目指す人は数多く存在する。そこで、多くの人が資格
取得を目指す背景を、資格の定義、資格制度の意義、資格の分類方法を明らかにしたうえで、情報
技術関連資格について分析する。
２．資格制度総論
2.1.　資格の定義
　柳田（2004：5）は「「資格」とは、「ある一定の能力を有するとして，組織が個人を認証して，
かつその認証を持続して通用する（もしくは通用させようとする）『評価』」となる。技能検定，免
許，学位，卒業証書は，みなこの定義に当てはまる」と述べている。今野・下田（1995：P36）で
は資格の定義を、「一定の能力を習得した称号」と述べている。つまり、資格の定義は、一定の能
力を有することを第三者が認証したものとなる。この資格の定義から注意すべき点は、能力の認証
方法には制約がないことがある。資格というと資格試験を連想して、試験が必ずあるものと思いが
ちである。しかし、教育職員免許状のように、大学の教職課程で単位修得して、教育の結果として
資格を付与しているケースもある。つまり、試験以外の方法で能力認証を行うケースがある点に留
意する必要がある。なお、資格の定義から学位も資格に含めることが可能であるが、本研究では学
位は資格から除外して考える。
2.2.　資格制度の意義
　今野・下田（1995）は、資格制度の意義について次の２点を指摘している。
　　●　労働者の能力開発を促進する役割
　　●　資格取得者の職業的な利益を保護し、改善する役割
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　　　　　（例：特定の職業につくための条件）
　また、三上（「国際化時代の技術者資格」）は、技術者資格に関連して、
　　●　専門的知識・技術を持つ人材を配置することにより、社会の安全や人命を守る 
　　●　産業活動やサービス提供における一定の技術レベルの担保 
　　●　技術を認定することにより、技術者を育成する 
　の３点を指摘している。これからか、資格制度の意義を検討する。まず、資格制度には能力開発
の側面がある。裏返せば、資格制度を設けることにより、資格制度の運営者は特定の知識の普及を
図っていることが指摘できる。次に、資格制度には、特定の職に就くための条件となるケースがあ
る。このケースでは、資格取得者の側からみれば、職業的な利益を保護することなる。逆に、資格
者からサービスを受ける側からみれば、サービスの質を保証する側面がある。また、サービスの質
を一定水準に保つ効果もある。つまり、資格制度の意義は、能力開発（知識の普及）、資格取得者
の職業的利益の保護、消費者に安定したサービスを提供の3つの意義がある。
2.3.　資格の分類
　資格の分類方法には、適用地域による分類、資格認証者や根拠による分類が考えられる。まず、
適用地域による分類を検討する。この分類では、日本国外で通用する資格、日本国内で通用する資
格、一定の地域（国境を超える地域）で通用する資格の３種類に分けられる。第一に日本国外で通
用する資格がある。これは、外国の法律に基づいて認証される資格や、外国の民間団体が認証する
である1）。次に、日本国内で通用する資格がある。外国の資格と同様に、法律に基づいて認証が行
われる資格と、民間団体が認証を実施する資格に分けられる。最後に、国境を超える地域で効力が
及ぶ資格がある。これを国際資格（国際免許）と呼ぶことにする。この資格は、一定の条件のもと
で、資格（免許）を付与した地域を超えて効力を及ぼすものである。自動車運転免許の場合は、国
際運転免許2）の交付を受ければ一定の外国でも日本で交付された免許に基づいて自動車が運転でき
る3）。また、同じ水準の試験を複数の国や言語で行って能力認定を行う場合もある。なお、本研究
では、日本国内で取得できる資格に限定して検討を行う。
　次に、日本国内の資格を資格認証者や根拠による分類を検討する。まず、資格ガイドの説明を概
観する。
　成美堂出版編集部（2010：2）では、
　　●　 国家資格：法律に基づき、国が試験や講習を主催・実施して与える資格。国に代わって公
益法人が実施するケースもある。
　　　　＊　 業務独占資格：業務を行うために特定の資格を取得する必要があり、その資格がなけ
れば業務を行うことができない。資格の名称も独占する。
　　　　＊　 名称独占資格：資格を取得しなくても業務を行うことができるが、有資格者以外がそ
の名称を使用することが法律で禁じられている。
　　　　＊　必置資格：企業や事業所に有資格者がいない場合は、その業務を行うことができない。
－ 107 －
　　●　 公的資格：試験や講習会を各省庁が認定し、商工会議所や中央職業能力開発協会といった
公益法人が、主催・実施して与える資格。
　　●　民間資格：民間の団体や企業が独自に試験や講習会を実施して与える資格。
と説明している。
　高橋書店編集部（2010：31）では、
　　●　 国家資格：法律に基づき、国あるいは国から委任を受けた機関が実施する資格または採用
試験
　　　　＊　業務独占：特定の業務を行うために取得が必要な資格。
　　　　＊　必置：企業や事業所に規定人数以上の有資格者を置く必要がある資格。
　　●　 公的資格：商工会議所や中央職業能力開発協会を含む、地方行政機関やそれに準ずる機関
が実施する資格または試験
　　●　 民間資格：協会、団体、企業などが主催・実施する、上記２種（筆者注：国家資格と公的
資格）を除く資格または試験
と説明している。
　日本文芸社（2010：44-6）では、
　　●　 国家資格：国や地方公共団体、それに準ずる機関が試験を行い認定する資格です。資格に
ついて定めた法律があり、実施要項は官報で公告されます。
　　　　 認定機関としては、国の行政機関が実施する試験、地方自治体が実施する試験、さらには
国や地方自治体がしている団体が実施する試験に分類されます。
　　　　＊　業務独占資格：資格取得者だけがその業務を行えます。
　　　　＊　 名称独占資格：資格がなくても仕事はできますが、資格取得者のみがその名称を使用
できる資格です。またこの資格を取得していれば、ある水準以上の知識・技術を持っ
ていると証明されます。
　　●　 民間資格：法律の規制や制限の範囲外で民間団体や機関、会社などが試験を行い認定する
資格です。
　　　　言いかえれば、国家資格以外のすべての資格と言えるでしょう。
と説明している4）。
　なお、参考までに2002年版の資格ガイドの説明を概観する。
　高橋書店編集部（2000：2）では、
　　●　国家資格：法律に基づき、国あるいは国から委任を受けた機関が実施する資格または試験
　　●　公的資格：国や地方行政機関が認定あるいは国に準ずる機関が実施する資格または試験
　　●　 民間資格：協会、団体、企業などが主催・実施する、左記２資格（筆者注：国家資格と公
的資格）以外の資格または試験
と説明している。なお、国家資格について業務独占等の説明はない。これらの資格ガイドの説明を
参考に、資格認証者や根拠による資格の分類を検討する。まず、資格は国家資格と民間資格に分け
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ることができる。国家資格とは、資格の付与に法律上の根拠がある資格である。国家資格は、さら
に免許型と検定型に分類できる。免許型は、狭義の免許として独占業務型（免許を持っている本人
が業務を行うタイプ）のものから、広義の免許としては必置型（事業を行うために一定数以上の資
格者を選任する必要があるタイプ）まで幅がある。検定型は、一定の能力があることを試験などの
結果により担保する資格であり、資格を取得していなくても、資格試験と関連する業務は誰でも行
うことができる。ただし、資格者と名乗るには資格の取得（資格によっては、さらに登録等も必要）
がある。このようなタイプの資格は名称独占型5）の資格と呼ばれることがある。民間資格は、民間
団体や企業が、一定の能力があることを試験や講習などの結果により能力を担保する資格である。
民間資格の中には資格の名称などを商標登録6）して、類似の紛らわしい名称の資格が行われないよ
うに防御していることがある。ここで、公的資格について検討する。高橋書店編集部（2000）と高
橋書店編集部（2010）の説明を比較すると、公的資格の説明が大きく異なっている。この背景には、
平成12年12月１日決定の行政改革大綱の影響がある。行政改革大綱（内閣官房行政改革推進室「行
政改革大綱」）で資格の付与に関して、
　　 国から公益法人が委託等、推薦等を受けて行っている検査・認定・資格付与等の事務・事業に
ついては、官民の役割分担及び規制改革の観点から厳しく見直した上で、今後とも国の関与が
必要とされるものについては、国自らが行い又は独立行政法人に行わせることとし、独立行政
法人への事務移管その他所要の措置を講ずる。これ以外のものについては、当該事務・事業に
対する国の関与は廃止するなどの措置を講ずる。
として、国からの推薦が見直されることになった。この影響で、公的資格の定義が変更になってい
る。ここで、公的資格という分類の意義を検討する。資格を付与する団体の信用力が高い場合や、
一部の民間資格は、国家試験の受験資格や科目免除の対象として指定されている資格がある。また、
ふぐを調理する資格（いわゆる、ふぐ調理師）のように、条例レベルで規定される免許も存在する。
このような点を考慮すると公的資格という分類は意味がある。ただし、公的資格を分類に含めると、
分類にあいまいさが発生する。公的資格は定義に曖昧さがあり、国家資格と同列には扱えないので、
民間資格の中の特別な分類とするのが適切である。
３．情報技術関連の資格の状況
3.1.　情報技術関連資格の種類
　成美堂出版編集部（2010）、高橋書店編集部（2010）、日本文芸社（2010）の３冊の資格ガイドの
情報技術に関連した資格の掲載状況を調査した。成美堂出版編集部（2010）には、掲載資格数770
種類のうち、56種類（掲載されている資格数の7.3％）の情報技術関連資格が掲載されていた。56
種類の内訳は、国家資格が15種類7）、公的資格が10種類、民間資格が31種類であった。高橋書店編
集部（2010）には、掲載資格数482種類のうち、46種類（掲載されている資格数の9.5％）の情報技
術関連資格が掲載されていた。46種類の内訳は、国家資格が16種類、公的資格が２種類、民間資格
が28種類であった。日本文芸社（2010）8）には掲載資格数1125種類のうち116種類（掲載されている
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資格数の10.3％）の情報技術関連資格が掲載されていた。116種類の内訳は、国家資格16種類、民
間資格は100種類であった。日本国内にある資格のうち10％弱が情報技術に関連した資格であるこ
とがいえる。
3.2.　情報技術関連の国家資格
　情報技術に関連の国家資格は16種類ある。16種類を列挙すると、情報処理技術者試験のITパス
ポート、基本情報技術者試験、応用情報技術者試験、ITストラテジスト試験、システムアーキテ
クト試験、プロジェクトマネージャ試験、ネットワークスペシャリスト試験、データベーススペシャ
リスト試験、エンベデッドシステムスペシャリスト試験、情報セキュリティスペシャリスト試験、
ITサービスマネージャ試験、システム監査技術者試験の12種類と、高等学校教諭免許状9）、技術士（情
報工学部門）、職業訓練指導員（情報処理科）10）、ウェブデザイン技能士である。このうち、免許型
に該当するのは、高等学校教諭免許状と職業訓練指導員（情報処理科）である。民間資格は免許型
に分類されることはないので、情報技術関連の資格は、殆どが検定型の資格に属することになる。
3.3.　情報技術関連の公的資格
　情報技術関連の公的資格から、公的資格を検討する。成美堂出版編集部（2010）には、10種類の
情報技術関連の公的資格が記載されている。列挙すると、情報検定（J検）、ディジタル検定、日商
PC検定（文書作成・データ活用）11）、ビジネスキーボード検定、パソコン技能検定II種試験、パソ
コンインストラクター資格認定試験、コンピュータサービス技能評価試験、CADトレース技能審査、
EC（電子商取引）実践能力検定がある。高橋書店編集部（2010）では、上記10種類のうち、４つ
の資格が収録されていて、日商PC（文書作成・データ活用）とCADトレース技能審査が公的資格
として、情報検定（J検）とディジタル検定は民間資格として掲載されている。公的資格の定義の
あいまいさから、資格ガイドによって公的資格と民間資格の分類に差異があることが確認できた。
3.4.　情報技術関連の民間資格
　情報技術関連の民間資格には大きな特徴がある。マイクロソフト オフィス スペシャリスト
（MOS）やオラクルマスターのように、製品を販売しているメーカー自身が資格制度を運営して資
格の認証を行っているものがある。このような資格はベンダー資格といわれている。ベンダー資格
では、資格試験を運営している企業の製品についての知識が試験などで試される。ベンダー資格と
対極となるのは、ベンダーニュートラル資格である。ベンダーニュートラル資格に該当するのは日
商PC検定やパソコン検定等である。ただし、ベンダーニュートラル資格であっても、デファクト
スタンダードの影響を受けていることがある。例えば、OSの操作に関する設問がWindowsマシン
を前提に出題されていたり、実技試験でMicrosoft Oﬃceの利用を前提とした問題が出題されてい
たりと、ベンダーニュートラルであっても、必ずしも特定のメーカーの製品に依存していないと言
い切れない場合がある。
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４．情報技術関連資格の実際
　本研究を行うにあたり、いくつかの資格試験を実際に受検した。以下では実際に受検した資格に
ついて概要を述べる。
4.1.　ITパスポート
　情報処理技術者試験のレベル１の試験である。受検対象者像は「職業人が共通に備えておくべき
情報技術に関する基礎的な知識をもち、情報技術に携わる業務に就くか、担当業務に対して情報技
術を活用していこうとする者」（情報処理推進機構 2007：12）である。試験時間は２時間45分で出
題数は100問（択一式）である。ストラテジ系、マネジメント系、テクノロジ系と幅広い範囲で出
題される。2011年10月まで年２回（４月と10月）に試験が行われていた。しかし、2011年11月25日
からCBT（Computer Based Testing）による実施に移行して、情報処理技術者試験の中で唯一随
時受験可能な試験となる。
4.2.　基本情報技術者
　情報処理技術者試験のレベル２の試験である。受検対象者像は「高度IT人材となるために必要
な基本的知識・技能をもち,実践的な活用能力を身に付けた者」（情報処理推進機構 2007：12）であ
る。試験は、午前と午後に分かれていて、午前、午後共に択一式の試験である。午前は試験時間２
時間30分で、四択の問題が80問出題される。午後は試験時間２時間30分で、問１～問７から５問選択、
問８は必須、問９～問13から１問選択となっている。問１～問７は、ハードウェアやデータベース
などの分野別の問題が出題されており、出題分野を５つ選択して解答する。問８の出題分野はデー
タ構造とアルゴリズムである。問９～問13はソフトウェア開発の問題であり、C、COBOL、Java、
アセンブラ、表計算から１問選択する。なお、2011年の秋の試験から表計算にマクロが出題される
ようになった。
4.3.　マイクロソフト  オフィス  スペシャリスト（MOS）
　マイクロソフト社が認定するMicrosoft Oﬃceの基本操作や応用操作の検定を行うベンダー資格
である。また、「約200の国と地域で実施」（オデッセイコミュニケーションズ「MOS公式サイト」）
されており、国際資格でもある。試験はアプリケーションごと、バージョンごとに行われる。つまり、
履歴書にはマイクロソフト オフィス スペシャリスト Word 2007取得のように、アプリケーション
とバージョン、および、エキスパートレベルの場合は、Expertとレベルを表示する必要がある12）。
なお、WordとExcelについては、スペシャリストレベルとエキスパートレベルの２段階のレベルが
設定されている13）。試験は試験時間50分で、CBTで行われる。採点結果は、試験終了後に直ちに判
明する。
－ 111 －
4.4.　日商PC検定
　日本商工会議所が認定するベンダーニュートラル資格である。日商PC検定は文書作成、データ
活用、プレゼン資料作成の３種類が設定されている。それぞれ、級別になっており、文書作成とデー
タ活用は１級～３級と３級の下にベーシック級が設定されている。プレゼン資料作成は、2011年10
月に新設された試験であり、2011年11月現在では３級のみ行われている14）。試験は知識と実技15）に
分かれている。２級と３級は三択の知識問題30問を試験時間15分で解答後、実技を２級は試験時間
40分、３級は30分で解答する。実技では、ビジネスの場面でPC活用を想定した内容の問題が出題
される。試験はCBTで行われており、２級以下の試験はその場で合否が判明する。
4.5.　パソコン検定（P検）
　パソコン検定協会が認定するベンダーニュートラル資格である。１級、準１級、２級、準２級、３級、
４級、準４級、５級16）の８クラスに分かれている。準１級以上は直前の級に合格してないと受験
できない。パソコン検定の特徴として、準２級、３級、４級にタイピングテスト17）がある点が挙
げられる。また、２級総合実技テストにいてパソコン検定協会（「P検-パソコン検定試験」）は、
　　 ワープロ、表計算、プレゼンテーションの中から最大２種類のアプリケーションを使用し、与
えられたビジネス上の課題（目的）に基づいた成果物を作成するテストです。断片的な操作を
判定するのではなく、ビジネス上の課題（目的）を達成しているか否かを判定するためヒュー
マングレーダーによる判定（人による判定）をいたします。
と説明している。つまり、複数のアプリケーションを組み合わせて実技課題を行い、かつ、採点が
人の手で行われるという特徴がある。２級から４級の試験の出題内容は、コンピュータ、OS、ネッ
トワーク、情報モラルと情報セキュリティ、ワープロ、表計算、プレゼンテーション（準２級、２
級のみ）となっている。試験はCBTで行われ、２級と１級以外は試験直後に合否が判明する。
4.6.　IC3（アイシースリー）
　IC3（INTERNET AND COMPUTING CORE CERTIFICATION）は11 ヶ国語で実施されてい
る国際資格である。試験は、グローバルスタンダード3と2005スタンダードの２種類ある。この２
種類の違いは、グローバルスタンダード3は、試験に対応するOSがMicrosoft Windows Vista、試
験に対応するアプリケーションがMicrosoft Oﬃce 2007、2005スタンダードは、試験に対応するOS
がMicrosoft Windows XP、試験に対応するアプリケーションがMicrosoft Oﬃce 2003である。グ
ローバルスタンダード3と2005スタンダードともに、コンピューティング ファンダメンタルズ、キー 
アプリケーションズ、リビング オンラインの３科目から構成されている。３科目すべてに合格18）
することにより、IC3の資格が認定される。コンピューティング ファンダメンタルズは、ハードウェ
ア、ソフトウェア、OSに関する知識が出題される。キー アプリケーションズは、ワープロソフト・
表計算ソフト・プレゼンテーションソフトの機能や操作、さらに、これらに共通する機能と操作が
出題される。リビング オンラインは、インターネットの基礎知識、Webやメール、コンピュータ
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やインターネットが社会に与える影響が出題範囲となっている。試験はCBTで行われ、科目ごと
にその場で合否が判明する。
4.7.　情報技術関連資格の特徴
　本章で取り上げた資格から情報技術関連資格の特徴を考察する。まず、情報技術関連資格は
CBT形式で実施している資格がある点が挙げられる。また、実技試験を行う資格があることも特
徴として指摘できる。さらに、民間資格の中に複数の国や言語で同じ内容の資格試験を実施してい
て、国際資格に該当する資格が存在することも特徴として指摘できる。
５．まとめ
　本研究では、資格の定義、資格制度の意義、資格の分類方法を明らかにした。資格の定義は一定
の能力を有することを第三者が認証したものであり、認証方法は試験に限定されないことを明らか
にした。つまり、資格は、学習によって後天的に取得した能力を第三者が組織的に認証したもので
ある。資格制度の意義は、第一に、人の能力開発を促進する側面や知識を社会に普及させることが
挙げられる。第二に、一定の職につくための条件となることがある。このような資格は、知識レベ
ルを担保することにより消費者保護の側面がある。資格の分類方法は、適用地域による分類と資格
の認証者や根拠により分類できることを明らかにした。日本国内の資格については、国家資格と民
間資格に分類できる。国家資格は、免許型と検定型に分類でき、免許型は広義の免許と広義の免許
として必置資格に分類できる。民間資格は公的資格と公的資格以外の資格に分類できることを明ら
かにした。なお、公的資格の定義に曖昧さがあることも指摘した。
　情報関係の資格については、国内の資格の約10%程度が情報技術関連の資格であり、免許型は２
種類しかないことを明らかにした。さらに、情報技術関連資格はCBT形式で、かつ、実技試験を
取り入れているものがあることを明らかにした。最後に、情報技術関連の民間資格に、国際資格に
該当するものが存在することを明らかにした。
　資格というのは、個人の知識や技能を組織的に認証するものである。例えば、自己申告でパソコ
ンが出来ると言われても、第三者の視点からは本当かどうか即断はできない。資格を取得すること
により、能力が客観的に担保される。したがって、知識や技能の認証を求めて、多くの人が資格の
取得を目指す現象が起きる。情報関連資格については、実技試験が課されるものがあり、知識だけ
ではなく実践力が認証される資格もある。資格は採用試験を実施するなど人を評価する側が資格に
ついて十分な情報を持っていれば、能力評価を簡易に済ますことができる便利な道具でもある。こ
の点について、「資格の最も基本的な経済学的な役割は、売買の対象になる商品や労働力の質にか
かわる情報の不完全性カバーすること」（今野・下田　1995：38）という指摘がある。例え地位の
向上等に資格が役に立たなくても、資格取得を目指す側、人を評価する側、双方にとって資格は意
味がある制度であり、多くの人が資格の取得を目指す要因となっている。
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注：
　1） 外国の免許や資格を国際資格と分類する場合があるが、本稿では多国間で通用する資格を国際資格と呼ぶことにする。
　2）道路交通法では、公安委員会が発行した国際運転免許証を国外運転免許証と呼ぶ。
　3）民間資格の場合は、同じ内容の試験を複数の言語で複数の国で同じ名称の資格試験として実施するケースが考えられる。
　4）国家資格の中に、任用資格（公務員試験）を含めているが除外した。
　5）免許型の資格は名称独占資格であることも多いが、名称独占規定が存在しない場合もある。看護師は2006年の保健師助
産師看護師法の改正まで、名称独占規定が法律の中に存在しなかった。
　6）国家資格と名称が紛らわしいとして、商標登録が無効になったケースがある（日本弁理士会「「特許管理士」商標事件
の最高裁上告に棄却決」）。
　7）技術士補と技術士を別な資格として掲載されていたが１つの資格としてカウントした。
　8）公的資格という分類を採用していない。
　9）免許教科は情報、工業、商業が該当する。なお、工業の一部事項を指導できる情報技術、商業の一部事項を指導できる
情報処理の免許が存在する。情報技術と情報処理は高等学校教員資格認定試験に合格すると免許が取得できるが、現在、
高等学校教員資格認定試験は休止しており、新規に取得することはできない（工業や商業の免許を取得して、情報技術
や情報処理を指導する）。なお、情報の免許も高等学校教員資格認定試験で取得できたが、情報にかんしては、大学で
教職課程を履修することで新規に取得できる。
10）成美堂出版編集部（2010）には記載がない。ただし、職業能力開発大学校学生の項目に職業訓練指導員免許が取れると
いう記述がある。
11）2011年10月から日商PC検定にプレゼン資料作成の区分が追加された。
12）Microsoft Oﬃce Specialistと英語で表記してもよい。
13）Microsoft Oﬃce 2007のWordおよびExcelの試験ではスペシャリストレベルとエキスパートレベルの中間レベルという
設定で、レベルは共通レベルのみの一段階であったが、2011年12月にWordおよびExcelのエキスパートレベルが追加さ
れた。
14）１級と２級は2012年から実施予定。
15）１級は知識と実技の区切りはない。また、ベーシック級は実技のみ。
16）５級はインターネット上で、無料で受験できる。
17）無料タイピング練習ソフトがある。http://www.pken.com/guide/typing.htmを参照。
18）マイクロソフト オフィス スペシャリストのWord、Excel、PowerPointの３科目に合格でキーアプリケーションズが免
除になる制度がある。
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